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平成３０年３月定例市議会提出案件概要

（平成２９年度関係）

○報　　告

　　１．市長専決処分の報告について（平成３０年１月１７日専決処分）�  【担当課：住宅課】

　　　　　　市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

　　２．市長専決処分の報告について

　　　　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　　　　　　　⑴　平成２９年１２月１８日専決処分� 【担当課：収集課】

　　　　　　　⑵　平成２９年１２月１８日専決処分� 【担当課：収集課】

　　　　　　　⑶　平成２９年１２月２１日専決処分� 【担当課：土木管理課】 

　　　　　　　⑷　平成２９年１２月２１日専決処分� 【担当課：土木管理課】 

　　　　　　　⑸　平成２９年１２月２１日専決処分�  【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⑹　平成２９年１２月２５日専決処分� 【担当課：まち美化推進課】

　　　　　　　⑺　平成２９年１２月２５日専決処分� 【担当課：まち美化推進課】

　　　　　　　⑻　平成２９年１２月２７日専決処分� 【担当課：収集課】

　　　　　　　⑼　平成２９年１２月２７日専決処分� 【担当課：収集課】

　　　　　　　⑽　平成３０年１月１１日専決処分� 【担当課：まち美化推進課】

　　　　　　　⑾　平成３０年１月２２日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⑿　平成３０年１月２２日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⒀　平成３０年２月６日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⒁　平成３０年２月８日専決処分� 【担当課：土木管理課】

○議　　案　

　　１．平成２９年度奈良市一般会計補正予算（第６号）

　　　　　　　　補　正　額� △１，６７９，２８４千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　繰越明許費� ２，１７７，７２３千円　　　　　　　　　　　

－ 02 － － 1－



　　２．平成２９年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

　　　　　　　　補　正　額� １，０００千円　　　　　　　　　　　

　　３．平成２９年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額� △５８２，１００千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　繰越明許費� １，２６４，５００千円　　　　　　　　　　　

　　４．平成２９年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第３号）

　　　　　　　　補　正　額� ４０２，０００千円　　　　　　　　　　　

　　５．‌平成２９年度奈良市水道事業会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額　　　収益的支出� △５，７３８千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　資本的支出� △４０３千円　　　　　　　　　　　

　　６．平成２９年度奈良市下水道事業会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額　　　収益的支出� １，０９３千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　資本的収入� １７０，０００千円　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　資本的支出� ５７９千円　　　　　　　　　　　

　　７．‌�奈良市社会福祉審議会条例の一部改正について（公布の日から施行）

� 【担当課：福祉政策課】

　　　　�　社会福祉法の一部改正に伴い、社会福祉審議会における調査審議事項に精神障害者福祉

に関する事項を追加する。

　　８．‌�奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例の全部改正について（公布の日

から施行）� 【担当課：福祉政策課】

　　　　　関係省令の一部改正に伴い、主任介護支援専門員の資格更新に係る規定の整備等を行う。

－ 2－ － 3－





　　13．工事請負契約の一部変更について� 【担当課：河川課】

　　　　　　浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）

　　　　　　　　変更後契約金額� ２３０，０２７，０４０円　　　　　　　　　　

　　　　　　　　変更前契約金額　� １７０，１８６，４００円　　　　　　　　　　

（平成３０年度関係）

○報　　告

　　１．株式会社奈良市清美公社の事業計画の報告について� 【担当課：廃棄物対策課】

　　　　　　　　事業規模� ８９３，９７７千円　　　　　　　　　　　　

　　２．奈良市市街地開発株式会社の事業計画の報告について� 【担当課：産業振興課】

　　　　　　　　事業規模� ２１５，１００千円　　　　　　　　　　　　

　　３．公益財団法人奈良市生涯学習財団の事業計画の報告について� 【担当課：生涯学習課】

　　　　　　　　事業規模� ６２２，４３１千円　　　　　　　　　　　　

　　４．一般財団法人奈良市総合財団の事業計画の報告について� 【担当課：行政経営課】

　　　　　　　　事業規模� １，６４３，３８９千円　　　　　　　　　　　　

○議　　案　

　　１．平成３０年度奈良市一般会計予算

　　　　　　　　予算規模� １３１，０００，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　２．平成３０年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １１，１００千円　　　　　　　　　　　　

－ 4－ － 5－



　　３．平成３０年度奈良市国民健康保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ３６，６００，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　４．平成３０年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ３，９７４，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　５．平成３０年度奈良市市街地再開発事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １８６，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　６．平成３０年度奈良市公共用地取得事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ７２，６００千円　　　　　　　　　　　　

　　７．平成３０年度奈良市駐車場事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １１０，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　８．平成３０年度奈良市介護保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ３１，７００，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　９．平成３０年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ４１，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　10．平成３０年度奈良市針テラス事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ９０，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　11．平成３０年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ６，１１１，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　12．平成３０年度奈良市病院事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� １，０００，０００千円　　　　　　　　　　　　

－ 4－ － 5－



　　13．平成３０年度奈良市水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� １２，５６８，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　14．平成３０年度奈良市下水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� １２，２３２，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　15．奈良市附属機関設置条例の一部改正について（公布の日、平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：法務ガバナンス課、地域活動推進課】

　　　　�　一般財団法人自治総合センターが実施する一般コミュニティ助成事業に係る助成申請事

業の審査に関する事務を担任する奈良市一般コミュニティ助成事業選考審査委員会を設置

するほか、所要の改正を行う。

　　16．‌�奈良市手数料条例の一部改正について（平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：介護福祉課、建築指導課、廃棄物対策課、消防局予防課】

　　　　�　関係法令の一部改正に伴い、以下の手数料に関する規定の整備を行う。

　　　　　⑴　介護医療院の開設許可申請手数料の新設

　　　　　⑵　建築等許可申請手数料の対象事務の追加

　　　　　⑶　破砕業の事業範囲の変更許可申請手数料の改定

　　　　　⑷　危険物の貯蔵所の設置許可申請手数料等の改定

　　17．‌�介護保険サービス関係の基準条例の全部改正（奈良市指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例の全部改正ほか１１議案）（平成３０年４月１日から

施行）� 【担当課：介護福祉課】

　　　　�　介護保険法及び基準省令の一部改正に伴い、共生型サービスに係る規定の整備等を行う。

番号 件　　　　　　　　名

１ 奈良市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の全部改
正について

２ 奈良市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ
ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の全部改正につ
いて

３ 奈良市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の全
部改正について

－ 6－ － 7－



　　18．‌�奈良市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準等に関する条例の制定について

　　　　 （平成３０年４月１日から施行）� 【担当課：介護福祉課】

　　　　�　介護保険法の一部改正及び基準省令の制定に伴い、介護医療院の人員、施設及び設備並

びに運営の基準等を定める。

　　19．‌�障害福祉サービス関係の基準条例の全部改正（奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営の基準等に関する条例の全部改正ほか５議案）（平成３０年４月１日か

ら施行）� 【担当課：障がい福祉課】

　　　　�　障害者総合支援法及び基準省令の一部改正に伴い、共生型サービスに係る規定の整備等

を行う。

番号 件　　　　　　　　名

４ 奈良市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密
着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条
例の全部改正について

５ 奈良市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の全部改正につ
いて

６ 奈良市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の全部改正について

７ 奈良市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の全部改正に
ついて

８ 奈良市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の全部改
正について

９ 奈良市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の全部改正に
ついて

10 奈良市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

11 奈良市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

12 奈良市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

番号 件　　　　　　　　名

１ 奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の全
部改正について

２ 奈良市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の全部改正につ
いて

３ 奈良市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

４ 奈良市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

－ 6－ － 7－



　　20．‌�奈良市住宅宿泊事業の実施の制限等に関する条例の制定について（平成３０年６月１５日

から施行）� 【担当課：生活衛生課】

　　　　�　住宅宿泊事業法（民泊新法）の制定に伴い、住宅宿泊事業の実施を制限する区域及び期

間を定める。

　　21．‌�奈良市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について（平成３０年４月１日から

施行）� 【担当課：廃棄物対策課】

　　　　�　廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い、親子会社等一体的な経営を行う

事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定手数料を新設する。

　　22．‌�奈良市国民健康保険条例の一部改正について（平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：国保年金課】

　　　　�　国民健康保険の財政運営の責任主体が都道府県になることに伴い、保険料の算定基礎に

係る規定を整備するほか、関係政令の一部改正に伴う軽減判定所得の引上げ等所要の改正

を行う。

　　23．‌�奈良市介護保険条例の一部改正について（公布の日、平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：介護福祉課】

　　　　�　第７期介護保険事業計画の期間である平成３０年度から平成３２年度までの介護保険料

率を改定するほか、関係法令の改正に伴う所要の改正を行う。

　　24．奈良市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について（平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：福祉医療課】

　　　　�　高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正により、国民健康保険の住所地特例の適用

を受けていた被保険者が後期高齢者医療制度に加入した場合に引き続き住所地特例の適用

を受けることができることとなったことに伴い、所要の規定の整備を行う。

番号 件　　　　　　　　名

５ 奈良市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

６ 奈良市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例の全部改正について

－ 8－ － 9－



　　25．奈良市観光自動車駐車場条例の一部改正について（平成３０年４月１日から施行）

� 【担当課：奈良町にぎわい課】

　　　　�　奈良市転害門前観光駐車場に入出庫できる時間を延長する。

　　26．包括外部監査契約の締結について� 【担当課：行政経営課】

　　　　�　包括外部監査について、公認会計士　大川幸一氏と契約を締結する。

　　27．市道路線の廃止について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　　２路線　　　総延長　　　１，３１５．１ｍ　　　　　　　　　　　　　　　

　　28．市道路線の認定について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　４７路線　　　総延長　　　４，７３８．５ｍ　　　　　　　　　　　　　　　

　　29．公の施設の指定管理者の指定について� 【担当課：都祁行政センター地域振興課】

　　　　　　指定管理者を指定する公の施設

　　　　　　　　奈良市針テラス情報館

　　　　　　　　奈良市都祁農畜産物処理加工施設

　　　　　　　　奈良市都祁農林水産物処理加工施設

　　　　　　指定管理者の名称

　　　　　　　　地域活性局共同体

　　　　　　指定管理者の指定の期間

　　　　　　　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

　　30．‌�奈良市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給に関する条例等

の一部改正について（公布の日、平成３０年４月１日から施行）（別冊）（平成２９年度

　　　　関係）� 【担当課：人事課】

　　31．‌�奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の

　　　　特例に関する条例の一部改正について（公布の日、平成３０年４月１日から施行）（別冊）

　　　　 （平成２９年度関係）� 【担当課：人事課】

－ 8－ － 9－



　　32．奈良市職員の退職手当に関する条例等の一部改正について（平成３０年４月１日から施行）

　　　　 （別冊）（平成３０年度関係）� 【担当課：人事課】

　　33．固定資産評価審査委員会の委員の選任について（別冊）（平成３０年度関係）

� 【担当課：人事課】

　　　　　　岡田　伸子

　　34．工事請負契約の締結について（別冊）（平成２９年度関係）� 【担当課：新斎苑建設推進課】

－ 10 － － 11 －



３月定例市議会提出補正予算概要

１．平成２９年度一般会計補正予算（第６号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

議 会 費 1,135 1,135

１．人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

1,135 1,135

総 務 費 △ 41,641 △ 8,700 △ 32,941

１．

２．

３．

４．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

文 化 振 興 費

衆議院議員選挙費

市長及び市議会
議 員 選 挙 費

34,059

△ 13,000

△ 8,700

△ 54,000

△ 8,700

（内訳）
県支出金

△ 8,700

34,059

△ 13,000

－

△ 54,000

減額更正
　奈良市美術館運営管理経費

【文化振興課】

減額更正
【選挙管理委員会事務局】

減額更正
【選挙管理委員会事務局】

民 生 費 105,047 74,297 30,750

１．

２．

３．

４．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

障 害 者 福 祉 費

国 民 健 康 保 険
会 計 繰 出 金

介 護 保 険 会 計
繰 出 金

28,596

 203,000 

1,000

52,000

152,250

（内訳）
国庫支出金

101,500
県支出金

50,750

28,596

50,750

1,000

52,000

介護給付費等支給経費
171,000

訓練等給付費支給経費
32,000

� 【障がい福祉課】

特別会計繰出金

特別会計繰出金

－ 10 － － 11 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

５．

６．

７．

８．

９．

児 童 措 置 費

認定こども園費

保 育 所 費

母 子 福 祉 費

認定こども園施設
整 備 事 業 費

△ 70,000

△ 19,549

△ 40,000

△ 50,000

－

△ 50,000

（内訳）
国庫支出金
△ 40,000

県支出金
△ 10,000

△ 16,666

（内訳）
国庫支出金
△ 16,666

△ 11,287

（内訳）
国庫支出金

2,678
県支出金

△ 8,465
市債

△ 5,500

△ 20,000

△ 19,549

△ 40,000

△ 33,334

11,287

減額更正
　児童手当支給経費
� 【子ども育成課】

減額更正
　保育教育士等臨時職員
　経費� △ 10,000
　こども園移行準備経費
� △ 9,549

【こども園推進課】

減額更正
　保育教育士等臨時職員
　経費

【こども園推進課】

減額更正
　児童扶養手当支給経費

【子ども育成課】

財源更正
【子ども政策課】

衛 生 費 17,320 △ 4,366 21,686

１．

２．

３．

４．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

予 防 費

診 療 所 費

成 人 保 健 費

21,020

14,000

6,300

8,000

6,300

（内訳）
使用料及び
手数料

6,300

21,020

14,000

－　

8,000

予防接種経費
� 【保健予防課】

休日夜間応急診療所運営
管理経費
� 【医療事業課】

乳がん検診経費
� 【健康増進課】

－ 12 － － 13 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

５．清 掃 総 務 費 △ 32,000 △ 10,666

（内訳）
国庫支出金
△ 10,666

△ 21,334 減額更正
　クリーンセンター建設計画
　策定経費
【クリーンセンター建設推進課】

労 働 費 93 93

１．人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

93 93

農 林 水
産 業 費

△ 46,090 △ 45,750 △ 340

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

農 業 振 興 費

910

△ 47,000 △ 45,750

（内訳）
県支出金
△ 45,750

910

△ 1,250 減額更正
　産地パワーアップ事業補助
� △ 26,000
　人・農地問題解決推進経費
� △ 16,000
　多面的機能支払交付金
� △ 5,000
� 【農林課】

商 工 費 △ 229,314 △ 230,000 686

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

金 融 対 策 費

686

△ 230,000 △ 230,000

（内訳）
諸収入
△ 230,000

686

－ 減額更正
　中小企業資金融資経費

【産業振興課】

観 光 費 2,075 2,075

１．人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

2,075 2,075

土 木 費 △ 1,501,445 △ 1,446,201 △ 55,244

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

建 築 指 導 費

7,555

△ 9,600 △ 7,200

（内訳）
国庫支出金

△ 4,800
県支出金

△ 2,400

7,555

△ 2,400 減額更正
　要緊急安全確認大規模
　建築物耐震改修補助

【建築指導課】

－ 12 － － 13 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

３．

４．

５．

６．

７．

８．

道路橋梁総務費

道 路 橋 梁
新 設 改 良 費

都市計画総務費

街 路 事 業 費

公 園 事 業 費

土地区画整理事業
会 計 繰 出 金

△ 86,400

△ 276,200

△ 38,000

△ 1,085,500

△ 14,000

700

△ 57,547

（内訳）
国庫支出金
△ 57,547

△ 276,175

（内訳）
国庫支出金
△ 153,075

市債
△ 123,100

△ 19,053

（内訳）
県支出金
△ 19,053

△ 1,072,226

（内訳）
国庫支出金
△ 605,426

市債
△ 466,800

△ 14,000

（内訳）
国庫支出金

△ 5,500
市債

△ 8,500

△ 28,853

△ 25

△ 18,947

△ 13,274

－　

700

減額更正
　定期点検事業
� 【道路建設課】

減額更正
　補助事業� △ 256,200
　単独事業� △ 20,000
� 【道路建設課】

減額更正
　まちづくり基本構想・基本
　計画策定経費
� 【都市計画課】

減額更正
　補助事業� △ 1,055,500
　単独事業� △ 30,000
�【西大寺駅周辺整備事務所
� ・道路建設課】

減額更正
　補助事業� △ 9,000
　単独事業� △ 5,000
� 【公園緑地課】

特別会計繰出金

消 防 費 7,010 △ 15,000 22,010

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

消 防 施 設 費

22,010

△ 15,000 △ 15,000

（内訳）
市債
△ 15,000

22,010

－ 減額更正
　防火水槽整備事業
� 【消防局消防課】

－ 14 － － 15 －



� 　　市税 　　　　　　　△ 300,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方譲与税� △ 20,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方特例交付金� △ 37,138

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般財源内訳　　　地方交付税� 199,436

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基金繰入金（財政調整基金）� 300,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市債（減収補塡債）� 58,200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市債（臨時財政対策債）�△ 138,500

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

教 育 費 104,526 26,966 77,560

１．

２．

３．

４．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

教 育 委 員 会 費

小 学 校 施 設
整 備 事 業 費

中 学 校 施 設
整 備 事 業 費

26,861

50,665

15,000

12,000

14,983

（内訳）
国庫支出金

3,683
市債

11,300

11,983

（内訳）
国庫支出金

2,983
市債

9,000

26,861

50,665

17

17

国庫支出金の精算に伴う
返還金
� 【教育総務課】

空調設備整備事業
� 【教育総務課】

空調設備整備事業
� 【教育総務課】

災害復旧費 △ 98,000 △ 92,528 △ 5,472

１．農 林 業 用 施 設
災害復旧事業費

△ 98,000 △ 92,528

（内訳）
県支出金
△ 24,616

市債
△ 46,200

分担金及び
負担金
△ 21,712

△ 5,472 減額更正
　農地災害復旧
� △ 35,000
　農業用施設災害復旧
� △ 63,000
� 【農林課】

合　　　　計 △ 1,679,284 △ 1,741,282 61,998
















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　（イ）　繰越明許費� （単位：千円）　　　　

  

款 項 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　額

総 務 費 11,000

総務管理費 ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 11,000

民 生 費 615,200

社会福祉費 環 境 改 善 施 設 整 備 事 業 25,000

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 事 業 64,500

児童福祉費 認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 525,700

衛 生 費 40,000

保健衛生費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 40,000

農林水産業費 658

農 林 費 美しい森林づくり基盤整備交付金事業経費 658

観 光 費 15,000

観 光 費 観 光 客 誘 致 対 策 経 費 15,000

土 木 費 979,565

道路橋梁費 道 路 管 理 経 費 4,600

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 327,000

河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業 368,300

都市計画費 ま ち づ く り 基 本 計 画 策 定 経 費 4,665

歴史的風致形成建造物保存整備事業経費 21,000

街 路 事 業 247,400

公 園 事 業 6,600

消 防 費 2,600

消 防 費 消 防 施 設 維 持 補 修 経 費 2,600

教 育 費 147,500

小 学 校 費 小 学 校 施 設 整 備 事 業 119,000

中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 25,000

社会教育費 社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 3,500

－ 16 － － 17 －



（ウ）　地方債補正

　　１．追加分� （単位：千円）　　

　　２．変更分� （単位：千円）　　　　　　

款 項 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　額

災害復旧費 366,200
農林水産業施
設災害復旧費 農 林 業 用 施 設 災 害 復 旧 事 業 52,400

土 木 施 設
災害復旧費 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 234,800

教 育 施 設
災害復旧費 教 育 施 設 災 害 復 旧 事 業 79,000

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 2,177,723

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

減　収　補　塡 58,200
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

5 . 0 % 以 内
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
との協定による。ただし、市
財政の都合により据置期間
を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えすること
ができる。

計 58,200

起　債　の　目　的
限　　 　　度 　　　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

福 祉 施 設 整 備 事 業 702,600 697,100 △ 5,500

道 路 事 業 1,393,100 1,270,000 △ 123,100

都 市 計 画 事 業 978,300 503,000 △ 475,300

消 防 施 設 整 備 事 業 94,100 79,100 △ 15,000

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 683,100 703,400 20,300

災 害 復 旧 事 業 272,900 226,700 △ 46,200

臨 時 財 政 対 策 6,300,000 6,161,500 △ 138,500

計 12,580,700 11,797,400 △ 783,300

－ 16 － － 17 －



２．平成２９年度国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

� 一般財源内訳　　　一般会計繰入金　　　1,000

３．平成２９年度土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

一般財源内訳　　　一般会計繰入金  　　　700

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

総 務 費 1,000 1,000

１．人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

1,000 1,000

合　　　　計 1,000 1,000

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

西 大 寺 駅
南 地 区
土 地 区 画
整理事業費

△ 465,300 △ 465,800 500

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

西大寺駅南地区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

500

△ 465,800 △ 465,800

（内訳）
国庫支出金
△ 288,600
市債
△ 177,200

500

－ 減額更正
【西大寺駅周辺整備事務所】

ＪＲ奈良駅
南 地 区
土 地 区 画
整理事業費

△ 116,800 △ 117,000 200

１．

２．

人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

ＪＲ奈良駅南地区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

200

△ 117,000 △ 117,000

（内訳）
国庫支出金
△ 57,800

市債
△ 59,200

200

－ 減額更正
【ＪＲ奈良駅周辺整備事務所】

合　　　　計 △ 582,100 △ 582,800 700

－ 18 － － 19 －



（イ）繰越明許費� （単位：千円）

（ウ）地方債補正

　　１．変更分� （単位：千円）

款 項 事　　業　　名 金　　額

西 大 寺 駅
南 地 区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,100,900

西 大 寺 駅 南 地 区
土地区画整理事業費

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 1,100,900

Ｊ Ｒ 奈 良 駅
南 地 区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

163,600

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土地区画整理事業費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 163,600

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 1,264,500

起　債　の　目　的
限　　度　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 895,600 718,400 △ 177,200

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 383,900 324,700 △ 59,200

計 1,279,500 1,043,100 △ 236,400

－ 18 － － 19 －



４．平成２９年度介護保険特別会計補正予算（第３号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

総 務 費 2,000 2,000

１．人事院勧告給与
改定等に伴う人件費

2,000 2,000

保険給付費 400,000 110,799 289,201

１．

２．

３．

介護サービス等
諸 費

高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 費

審査支払手数料

400,000 

－

－

116,316

（内訳）
国庫支出金
△ 47,913

県支出金
52,229

支払基金
交付金
112,000
　

△ 5,250

（内訳）
国庫支出金
△ 5,250

　
△ 267

（内訳）
国庫支出金

△ 267

283,684

5,250

267

居宅介護サービス給付経費
財源更正
� 【介護福祉課】

財源更正
� 【介護福祉課】

財源更正
� 【介護福祉課】

合　　　　計 402,000 110,799 291,201

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一般財源内訳　　一般会計繰入金� 52,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　基金繰入金� 239,201

－ 20 － － 21 －



５．平成２９年度水道事業会計補正予算（第２号）

　（ア）収益的支出の補正� （単位：千円）

　（イ）資本的支出の補正� （単位：千円）

６．平成２９年度下水道事業会計補正予算（第２号）

　（ア）収益的支出の補正� （単位：千円）

　（イ）資本的収入の補正� （単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．水道事業費用 8,765,845 △ 5,738 8,760,107

１．営 業 費 用 8,129,336 △ 5,738 8,123,598 人事院勧告等に伴う職員給与費補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．資本的支出 4,137,730 △ 403 4,137,327

１．建設改良費 2,276,323 △ 403 2,275,920 人事院勧告等に伴う職員給与費補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．下水道事業費用 8,058,255 1,093 8,059,348

１．営 業 費 用 7,232,012 1,093 7,233,105 人事院勧告等に伴う職員給与費補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．資本的収入 3,535,000 170,000 3,705,000

１．企 業 債 1,909,200 170,000 2,079,200 資本費平準化債の増による補正

－ 20 － － 21 －



　（ウ）資本的支出の補正� （単位：千円）

　（エ）企業債の補正

　　１．変更分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．資本的支出 4,432,602 579 4,433,181

１．建設改良費 920,874 579 921,453 人事院勧告等に伴う職員給与費補正

起　債　の　目　的
限　　 　　度 　　　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

下 水 道 事 業 1,909,200 2,079,200 170,000

－ 22 － － 22 －


